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■表紙写真　読者の皆様に機関誌「CDIT」の発信する情報を、よりダイレクトにお
伝えするために、毎号ご紹介する記事内容より写真等を一部抜粋・掲載しております。
記事内容ともども毎号変化する表紙写真にもご注目ください。  
①②⑥⑧：善九州大学大学院工学研究院教授（②）と石井国交省港湾局技術企画課技術監理室長
　（⑥）をお招きして開催した鼎談「技術の開発とその活用」は「CDIT鼎談（P.7）」から。 
③：東京港臨海大橋（仮称）に採用した新技術については「沿岸プロジェクト（P.28）」から。 
④：港湾施設のライフサイクルマネジメントに関する研究については「特集１（P.14）」から。 
⑤：北東アジア港湾シンポジウム及び韓国港湾等視察は「海外フォーラム2（P.34）」から。 
⑦：インドネシア共和国における津波対応策の周知啓発に関する調査については「海外フォーラム
　1（P.32）」から。 
⑨：電波で海を観る海洋レーダの技術とこれからの展開については「特集2（P.18）」から。 
⑩：藤吉大妻女子大学教授による特別講演「防災から減災へ」は「沿岸技術研究センター創立記
　念特別講演（P.22）」から。 
⑪：阿部東京大学名誉教授による特別講演「これから日本を襲う大地震」は「沿岸技術研究センタ
　ー創立記念特別講演（P.25）」から。 

年頭挨拶 

三村明夫会長、冬柴鐡三国土交通大臣、中尾成邦国土交通省港湾局長 

CDIT鼎談 
沿岸の未来を見据えて 

技術の開発とその活用 
ゲスト ― 石井一郎  氏　国土交通省港湾局技術企画課技術監理室長 
　　　　 善　功企  氏　九州大学大学院工学研究院教授 

特集１ 

港湾施設のライフサイクルマネジメントに関する研究 
特集２ 

電波で海を観る海洋レーダの技術とこれからの展開 
沿岸技術研究センター創立記念特別講演 

防災から減災へ 

これから日本を襲う大地震 

沿岸プロジェクト 

東京港臨海大橋（仮称）に採用した新技術 
海外フォーラム1 

インドネシア共和国における津波対応策の周知啓発に関する調査 
海外フォーラム2 

北東アジア港湾シンポジウム及び韓国港湾等視察 
沿岸������1 

国土技術開発賞について 
沿岸������2 

港湾関連民間技術の確認審査・評価事業 
ONE POINT LECTURE 

緊急地震速報  Q&A 
沿岸虫めがね 
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プラント 練混ぜ 

流し込み 

破砕（小割） 

破砕（大割） 

フロンティアストーン フロンティアロック 

 建設業 企業等数  従業者総数 総売上高    　　　　　 研究者    

 （年度）  （人）       　（億円）   （100万円） （％）       （人：実数）（土木･建築分野：実数） 
 H18 524 382,075 338,455 127,576 0.38 6,955 4,388 
 H17 ※1,820 369,588 323,129 124,040 0.38 7,834 5,877 
 H16 438 404,091 335,235 138,872 0.41 7,912 5,640 
 H15 653 423,745 354,128 137,439 0.39 7,352 5,024

表－１　建設業において研究を行っている企業等数、社内使用研究費、研究者等に関するデータ 

表 2 研究を行 る業種別企業等数 社内使用研究費 研究者等に関するデ タ

      （総務省統計局「科学技術研究調査報告」より） ※例年と異なる指標での調査結果であると思われる 

社内使用 
 研究費 
（費用額） 

総売上高に対 
する社内使用 
研究費 

プラント 練混ぜ 

流し込み 

破砕（小割） 

破砕（大割） 

フロンティアストーン フロンティアロック 

   業  種 企業等数   従業者総数  総売上高     研究費     

 （H18年度）　   （人）　 （億円）　  （100万円） （％）       （人：実数） 
 建設業 524 382,075 338,455 127,576 0.38  6,955 
 医薬品工業 427 196,672 104,700 1,043,585 9.97 22,297 
 機械工業 1,410 503,047 269,463 1,082,446 4.02 51,600 
 電気機械器具工業 1,378 409,965 225,291 1,054,327 4.68  49,440 
 情報通信機械器具工業 383 370,288 317,066 2,082,745 6.57 94,546 
 自動車工業 353 552,150 451,438 2,103,729 4.66 51,278

表－2　研究を行っている業種別企業等数、社内使用研究費、研究者等に関するデータ 

（総務省統計局「科学技術研究調査報告」より） 

社内使用 
 研究費 
（費用額） 

総売上高に対 
する社内使用 
研究費 



プラント 練混ぜ 

流し込み 

破砕（小割） 

破砕（大割） 

フロンティアストーン フロンティアロック 

プラント 練混ぜ 

流し込み 

破砕（小割） 

破砕（大割） 

フロンティアストーン フロンティアロック 

図－3　 
平成19年度上期の港湾関連民
間技術の確認審査・評価において
評価された技術より 
「鉄鋼スラグ水和固化体製人工
石材」（新規技術）（出典：沿岸セ
ンターHPより） 
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その他　5.0％ 

仁川港 
8.6％ 

釜山港 
75.4％ 

光陽港 
11.0％ 





回　数 

第1回 

第2回 

第3回 

第4回 

第5回 

第6回 

第7回 

第8回 

第9回 

件　数 

75 

43 

59 

46 

60 

49 

58 

36 

46

年　度 

平成11年 

平成12年 

平成13年 

平成14年 

平成15年 

平成16年 

平成17年 

平成18年 

平成19年 

＜過去の応募件数＞ 
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取
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件
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入
賞
【
５
件
】 

賞 

第９回国土技術開発賞受賞技術一覧 

受賞技術名称 

石垣修復支援 
システム 

パラレル構法 
の開発 

大断面分割 
シールド工法 
（ハーモニカ工法） 

自動漏水検知 
修復システム 

ボンテラン 
工法 

UCIS（ケーソン 
無人化据付システム） 

拡頭リング工法 

海面処分場の 
容量拡大技術 

連続サイホン式 
取水設備 

応募者名 
〔共同開発者名〕 

技術開発者名 

清水建設（株）（注） 
〔宮内庁管理部〕 
〔（株）計測リサーチコンサ
ルタント〕 
〔日日石材（株）〕 

■清水建設（株）： 
　山内裕之・吉田 順 
■宮内庁： 
　根岸明廣・冨沢和義 
■（株）計測リサーチコンサル
タント：西村正三・藏重裕俊 
■日日石材（株）： 
　渡辺昌照・村上金治 

■大成建設（株）： 
　植田堅朗・小柳善郎 
■（株）ＩＨＩ：門田克美・中根 隆 
■石川島建材工業（株）： 
　若林正憲・進藤芳典 

■（株）淺沼組： 
　下西四郎・森山保彦 
■（株）田中：村上 豊 

■（株）森環境技術研究所： 
　森 雅人 

■五洋建設（株）：眞鍋 匠 

■清水建設（株）： 
　大槻 明・磯田和彦 
■住友金属工業（株）： 
　田中宏征・小林洋一 

■東京都：石山明久 
■日本工営（株）：大槻康雄 
■五洋建設（株）：山下 徹 

■八千代エンジニアリング（株）：
　寺田 溥 

鹿島建設（株）（注） 

（株）富士ピー・エス 

大成建設（株）（注） 
 〔（株）ＩＨＩ〕 
 〔石川島建材工業（株）〕 

（株）淺沼組（注） 
 〔（株）田中〕 

（株）森環境技術研究所 
　東北大学　高橋 弘 

五洋建設（株）（注） 

清水建設（株）（注） 
住友金属工業（株）（注） 

東京都港湾局 
 〔日本工営（株）〕 
 〔五洋建設（株）〕 

八千代エンジニアリング（注） 
 〔（財）ダム技術センター〕 

（注）規定により、当該法人に所属する技術開発者のみを表彰した。 

記載は応募の受付順、会社名は応募書類の記載順による。 
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３
お
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申込・受付審査資料提出 

更新 部分的な変更 

審
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評
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評
価
証
の
交
付 

受付審査会 

更新／部分的な変更 

評価委員会に報告 

評価証の交付 

評価証取得技術内容変更依頼書 
　評価証の写し 
　技術内容の変更内容を対比した資料 
　使用実績表 
　使用状況等 

評価更新依頼書 

　評価証の写し 

　使用実績表 

　使用状況等 

申込・ 
受付審査資料の提出 

申込料（税込） 

受付審査会 

技術審査 

交付資料 

更新費用（税込） 

評価委員会への報告 

評価証（更新） 

￥735,000

評価委員会にて審査 

更　新 部分的な変更 

￥105,000

あり 

評価証（変更）＋評価説明資料 

￥1,575,000

民間技術の評価業務トップページ 

評価結果へのリンク 

保有会社連絡先メール 技術詳細ＰＤＦへリンク 





ピクトグラムに緊急地震速報に関するものであることを示す字句を付加した例（参考） 
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